
（参考１　健全化判断比率等の対象について）

土地区画整理会計

市有林会計

市営墓地会計

病院事業債管理会計

学校給食費会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

中央卸売市場会計

公設地方卸売市場会計

大森山動物園会計

廃棄物発電会計

国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

※１ 秋田県市町村総合事務組合

秋田県市町村会館管理組合

秋田県後期高齢者医療広域連合

※２ 対象法人等なし
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 （参考２　各比率の算定過程について）

　１　実質赤字比率

 一般会計等の実質赤字額

　　  標準財政規模

　なお、参考としての比率を求めることとする。

（単位：千円、％）

３年度 ２年度

1,487,385 1,424,610 62,775

416,080 416,351 △271

 土地区画整理会計 317,325 366,272 △48,947

 市有林会計 28,743 5,000 23,743

 市営墓地会計 11,835 7,337 4,498

 病院事業債管理会計 0 0 0

 学校給食費会計 740 513 227

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 57,437 37,229 20,208

Ａ 1,903,465 1,840,961 62,504

Ｂ 74,230,208 73,040,581 1,189,627

△2.56 △2.52 △0.04

（注１）標準財政規模とは、市税・譲与税・普通交付税など地方公共団体の一般財源の標準的な

　　規模を示すものである。

（注２）比率（参考）は、小数第３位以下を切り捨てている。

 一　般　会　計 4.4

合　　　　　　 計 3.4

△13.4

474.9

 一般会計等に属する特別会計 △0.1

実質赤字比率は、標準財政規模に対する一般会計等を対象とした実質赤字額の割合

で、次の算式による。

　　実質赤字比率　＝

当年度の実質収支額は黒字となっているため、審査意見の表中では実質赤字比率の

表示は「－」となる。

区　　　　　　　分
実質収支額

増　減 増減率

実質赤字比率（参考）△Ａ／Ｂ －

61.3

－

54.3

44.2

標 準 財 政 規 模 1.6
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　２　連結実質赤字比率

 連結実質赤字額

　標準財政規模

　なお、参考としての比率を求めることとする。

（単位：千円、％）

３年度 ２年度

1,487,385 1,424,610 62,775

 土地区画整理会計 317,325 366,272 △48,947

 市有林会計 28,743 5,000 23,743

 市営墓地会計 11,835 7,337 4,498

 病院事業債管理会計 0 0 0

 学校給食費会計 740 513 227

57,437 37,229 20,208

 水道事業会計 13,048,504 12,186,754 861,750

 下水道事業会計 4,185,970 4,255,384 △69,414

 農業集落排水事業会計 647,970 660,986 △13,016

 中央卸売市場会計 1,000 1,000 0

 公設地方卸売市場会計 14,259 14,259 0

 大森山動物園会計 12,128 21,001 △8,873

 廃棄物発電会計 1 1 0

 国民健康保険事業会計 692,620 268,244 424,376

 介護保険事業会計 1,024,405 884,244 140,161

 後期高齢者医療事業会計 51,980 44,372 7,608

Ａ 21,582,302 20,177,206 1,405,096

Ｂ 74,230,208 73,040,581 1,189,627

△29.07 △27.62 △1.45

（注）比率（参考）は、小数第３位以下を切り捨てている。

連結実質赤字比率は、標準財政規模に対する本市の全会計を対象とした実質赤字額

（資金不足額）の割合で、次の算式による。

　　連結実質赤字比率  ＝

当年度は、全会計において実質収支額が黒字となっている（資金不足額が生じていな

い）ため、審査意見の表中では連結実質赤字比率の表示は「－」となる。

区　　　　　　　分

実質収支額
又は剰余額 増　減 増減率

 一　般　会　計 4.4

一 般 会 計 等 に
属する特別会計

△13.4

474.9

61.3

44.2

 母子父子寡婦福祉資金
 貸付事業会計

54.3

－

法 適 用
公 営 企 業

7.1

△1.6

△2.0

法 非 適 用
公 営 企 業

0.0

0.0

△42.3

0.0

連結実質赤字比率（参考）△Ａ／Ｂ －

公営事業会計に
属するその他の
特 別 会 計

158.2

15.9

17.1

標 準 財 政 規 模 1.6

合　　　　　　 計 7.0
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　３　実質公債費比率

      Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｅ
　　実質公債費比率　＝ 　の３か年平均

　　      Ｄ－Ｅ

（単位：千円、％）

30年度 元年度 ２年度 ３年度 増　減

Ａ 地 方 債 の 元 利 償 還 金
( 繰 上 償 還 等 を 除 く )

14,531,606 14,549,061 13,898,286 13,394,721 △503,565

Ｂ 準 元 利 償 還 金 3,498,665 3,421,005 3,283,019 3,203,878 △79,141

Ｃ 特 定 財 源 598,316 622,502 487,865 443,794 △44,071

Ｄ 標 準 財 政 規 模 71,630,958 71,645,893 73,040,581 74,230,208 1,189,627

Ｅ
元 利 償 還 金 ・ 準 元 利
償 還 金 に 係 る 基 準
財 政 需 要 額 算 入 額

11,799,262 11,617,138 11,436,464 10,739,899 △696,565

9.41423 9.54614 8.53348 8.52871

9.1 8.8 △0.3

（注２）比率（３か年平均）は、小数第２位以下を切り捨てている。

実質公債費比率(単年度)
（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｅ）

／（Ｄ－Ｅ）

△2.4

△9.0

　　や公債費に準ずる債務負担行為などである。

（注１）準元利償還金とは、公営企業会計が支出する元利償還への一般会計等からの繰出金

実質公債費比率は、標準財政規模に対する一般会計等が負担する元利償還金および

準元利償還金の割合の３か年の平均値で、次の算式による。

区　　　　分 増減率

△3.6

実質公債費比率(３か年平均)

1.6

△6.1

- 4 -



　４　将来負担比率

 Ａ－Ｂ－Ｃ

　 Ｄ－Ｅ

（単位：千円、％）

３年度 ２年度 増　減

207,497,200 198,747,755 8,749,445

27,170,993 23,643,605 3,527,388

128,527,411 127,288,658 1,238,753

74,230,208 73,040,581 1,189,627

10,739,899 11,431,493 △691,594

81.5 77.6 3.9

（注）比率は、小数第２位以下を切り捨てている。

※　将来負担額の内訳
（単位：千円、％）

３年度 ２年度

154,475,678 144,428,350 10,047,328

71,382 83,071 △11,689

36,564,729 37,821,609 △1,256,880

－ － 0

16,385,411 16,414,725 △29,314

－ － 0

－ － 0

－ － 0

207,497,200 198,747,755 8,749,445

Ａ 将 来 負 担 額 4.4

将来負担比率は、標準財政規模に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の

割合で、次の算式による。

　　将来負担比率　＝

区　　　　　分 増減率

将来負担比率
（Ａ－Ｂ－Ｃ）／（Ｄ－Ｅ）

－

Ｂ 充当可能な財源（基金等） 14.9

Ｃ
地 方 債 現 在 高 等 に 係 る
基準財政需要額算入見込額

1.0

Ｄ 標 準 財 政 規 模 1.6

Ｅ
元利償還金・準元利償還金
に係る基準財政需要額算入額

△6.0

合　　　　　計 4.4

組 合 等 へ の 負 担 等 見 込 額 －

退 職 手 当 負 担 見 込 額 △0.2

連 結 実 質 赤 字 額 －

組 合 等 に 対 す る 連 結
実 質 赤 字 額 負 担 見 込 額

－

区　　　　　分
将来負担額

増　減 増減率

地 方 債 の 現 在 高 7.0

債務負担行為に基づく支出予定額 △14.1

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 △3.3

設立法人の負債額等負担見込額 －
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